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研究成果の概要（和文）：WEBを用いた身体活動測定システムは，多人数の身体活動を同時一斉に低コストで精度よく
評価することができる．本研究では身体活動分析システムを開発し，そのシステムを用いて，大規模データを収集し交
通行動と身体活動の関係を調べた．2,298人を対象としたデータ分析により，居住都市規模による身体活動の比較，交
通行動と身体活動の関係を明らかにした．次に，小学1-6年生266人とその親266人を対象に調査をした．子どものスポ
ーツ活動は親の影響を受け，親のTV鑑賞時間とTVゲーム時間は子どもの不活動と関連があることを示した．さらに個々
の入力に基づくフィードバック画面を開発を行った．

研究成果の概要（英文）：Web-based physical activity measurement systems are useful for accurately assessin
g physical activity at low cost.We developed Web-based physical activity systems.The systems can measure d
aily physical activity in many people simultaneously because they are compatible with many terminal device
s, such as smartphones, personal computers.To examine the relationship of a traffic behavior and physical 
activity, by collecting the data of the national-scale via the Internet.People (n=2,298) made a reply of o
ne day of weekdays. There was a difference in the energy expenditure by the traffic behavior by the size o
f the city.To examine factor of physical activity for its parent (n=266) and elementary school 1-6 grade (
n=266).This study indicates that student's sports activities were influenced by the parent activities.The 
parent's TV viewing and TV games times cause student's inactivity.Furthermore, we have developed a feedbac
k screen based on the individual inputs.
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１．研究開始当初の背景 
 日常生活において身体活動量を維持する
ことが生活習慣病予防のために重要である
（運動指針，2006）．しかしながら，未だ多
くの国民が理想的な身体活動を行っている
とは言えない状況（国民健康栄養調査，2010）
があり，生活習慣病はわが国の死因の約6割，
国民医療費の約 3割を占め，社会的な課題と
なっている（厚生労働白書，2007）． 
身体活動を一定以上に満たすためには，

「定期的な運動習慣」や「日常生活における
クルマ依存の脱却」（難波ら，厚生の指標，
2011）が有効と考えられるが，個別のライフ
スタイルおよび活動内容が精度よく分析さ
れてフィードバックされるシステムは構築
されていない． 
 
２．研究の目的 
生活習慣病の予防は急務の課題であり，厚

生労働省により推奨すべき身体活動量が示
されている（運動指針，2006）．申請者は最
近，１台数万円の 3軸活動量計と同等の測定
精度を持つスマートフォンなど IT を用いた
身体活動量測定システムを発明し特許出願
（特願 2011-227032）を果たした．この仕組
みの特徴は，１）低コストで数万人規模の身
体活動量の測定が可能，２）活動内容と強度
含めたライフスタイル分析が可能，３）測定
結果をインタラクティブにフィードバック
できる，などである．この身体活動量測定シ
ステムを完成させ，多人数に対して簡便かつ
高精度に評価可能な身体活動分析ツールを
開発することを目的とした． 
研究 1では，全国規模のデータベースより

都市規模毎の性、年代、職業等の基本特性を
得ることに加え、IT 端末（lifestyle24.jp）
を用いた 24 時間生活行動記録データを収集
し、交通行動と身体活動量の関係を明確にす
ることを目的とした． 
研究 2では，全国規模のデータベースより

小学生1～6年生の子どもを持つ親を対象に，
子どもと親の両者に対して，ICT 端末（life 
style24.jp）を用いた 24 時間生活行動記録
データを収集し，子どもとその親の身体活動
および行動内容の関係を明らかにすること
を目的とした． 
 
３．研究の方法 
（１）システム開発 
 開発した身体活動分析ツール lifestyle24. 
jp は，24 時間振り返り法（Koebnick C et al., 
2005）を参考に，15 分ごとの行動内容を仕
事・学校，通勤・通学，家または余暇活動，
運動・スポーツ，外遊び，習い事の 6つのカ
テゴリー128 種類の行動をイラストから選択
して，タイムラインへ入れる仕組みである．
回答結果は，web サーバーで一元管理され 15
分ごとの行動内容に割り当てられた各々の
活動強度に基づき，平均 METs を算出し，行
動毎の時間を算出した． 

（２）研究１ 
 2012 年 7 月 12 日～8 月 8 日にインターネ
ット調査会社の登録モニター（登録者数約
4,450,000 名）の中から調査依頼を 10,270 名
に対して行い，平日 1日の行動記録に欠損が
ないもの 2,298 名（協力率 22.4%）の横断調
査結果を分析した．対象者の抽出は，居住地
区，性，年代によって層化し行った．居住地
区の区分けは，①東京周辺都市，②地方中核
都市（人口 30 万人以上の都市），③地方中小
都市（人口 5万人未満市町村）の 3区分とし
た．インターネット調査会社の登録モニター
の中から調査依頼を行い，24 時間行動記録に
欠損がないもの横断調査結果を分析した． 
本研究における分析対象者の地域別の分布
は全国の都道府県に及んだ．対象者へインタ
ーネット調査会社より e-mail にて調査の依
頼を行い，e-mail に添付されているアドレ
ス（URL）より調査画面へアクセスする方法
とした．対象者は，本調査への回答を行うこ
とにより，インターネット調査会社よりポイ
ントが付与された． 
 

（３）研究 2 
2013 年 11 月 15 日～12月 25 日にインター

ネット調査会社の登録モニター（登録者数約
4,480,000 名）の中から調査依頼を 2,846 名
に対して行い，341 名の同意が得られ（協力
率 12.0％），親とその子の両者において，休
日 1 日の 24 時間行動記録に欠損がないもの
266 組 524 名の横断調査結果を分析した．対
象者の抽出は，子どもの学年によって層化し
行った．子どもの行動内容は親に入力依頼を
行い，親が入力するものとした．本研究にお
ける分析対象者の地域別の分布は，北海道・
東北 10.2％，関東 37.6％，東海・北陸・甲
信越 12.4％，近畿・中国 28.6％，四国・九
州・沖縄 11.3％であり，40 の都道府県に及
んだ．対象者へインターネット調査会社より
e-mail にて調査の依頼を行い，e-mail に添
付されているアドレス（URL）より調査画面
へアクセスする方法とした．対象者は，本調
査への回答を行うことにより，インターネッ
ト調査会社よりのポイントが付与された． 
 
 
４．研究成果 
（１）システム開発 
本研究では，多人数の身体活動量を同時一

斉に高精度で評価できる身体活動分析シス
テムを開発してきた．PC，タブレット端末，
スマートフォン等のデバイスを所有し，イン
ターネットにアクセスできれば世界中何処
にいても身体活動の評価が可能である．下記
に開発したシステムのホームページと入力
画面を示した． 
 

 
 



開発したシステムのホームページ 
 

身体活動分析ツールの入力画面 
 

 
（２）研究 1 
 本研究では,日本人成人を対象に身体活動
分析ツール lifestyle24.jp を用いて,平日 1
日の身体活動量と行動内容の関係を交通行
動に着目して検討した.本研究のオリジナリ
ティーは,身体活動の評価にITを用いた行動
記録法を使うことにより,従来は困難であっ
た大規模データによる行動内容と身体活動
の関係を明確にした点である.平日の総エネ
ルギー消費量は,2,608kcal/日であり,その
うち通勤・通学によるエネルギー消費量は
9.6％であったことを示した.通勤・通学のエ
ネルギー消費量において東京周辺都市が地
方中核都市と地方中小都市よりも有意
（p<0.05）に高いにもかかわらず,総エネル
ギー消費量においては,仕事におけるエネル
ギー消費量の影響により,東京周辺都市が地
方中核都市と地方中小都市に比べて有意
（p<0.05）に低い値であったことを示した. 
本研究の結果から,日本人の身体活動量を

増やすためには,運動・スポーツの普及促進
に加え,モータリゼーション化が進んだ社会
において交通行動を変容させることが重要
であること,さらに仕事における行動内容が
重要であることが示唆された. 

 
（３）研究 2 
小学 1～6 年生とその親 266 組，計 524 名

を対象に，子どもと親の身体活動の関係につ
いて調査を行った．休日 1日における身体活
動（平均 METs）において，小学 1-2 年生とそ
の親の間に r= 0.481(p<0.01), 小学 3-4年生
とその親の間に r= 0.572 (p<0.01)の有意な
相関関係が見られたが，小学 5-6 年生とその
親の間には関連は見られなかった．一方，不
活動に影響するテレビ視聴時間では3-4年生
とその親の間に r= 0.560（P<0.01），TV ゲー
ム時間では 1-2年生とその親の間に r= 0.576
（P<0.01）の相関関係が見られた．本研究で
は，小学生 1～6 年生の子どもと親の身体活
動および行動内容の関係を明らかにした．子
どもと親の休日 1日の身体活動（平均 METs）
には，中程度の有意な相関関係が見られ，ス
ポーツ活動では，特に 1～4 年生で中程度の
相関が見られ，小学 1-2 年生では TV ゲーム
時間，小学 3-4 年生ではテレビ視聴時間に有
意な関係が見られた．本研究の結果から，特
に低～中学年において身体活動に影響する
スポーツ，不活動の原因となるテレビ視聴，
TV ゲームなどの行動は親の影響を一定の割
合で受ける可能性が示唆された． 
 

（４）フィードバック画面の開発 
上記の研究成果を受け，身体活動フィード

バックシステムの開発に取り組んだ．個々の
ライフパターンを可視化しフィードバック
するための基礎的分析を行った．ユーザの意
志で変えられる可変因子と，容易には変えら
れない制約因子に分け，データマイニングの
手法である自己組織化マップを用いて，ユー
ザの環境に合わせた個別マップを生成し，フ
ィードバック方法について検討してきた． 
行動記録に基づくデータの可視化が可能

な状態にし，自身の行動パターンの振り返り
を可能とするコンテンツ開発に取り組んだ．
身体活動量に加え，座位時間や行動内容，す
なわち運動・スポーツ，家事・育児，移動，
仕事の４つのそれぞれにおいて，10 段階評価
をしてダイアグラムを示した．モニタリング
機能を搭載し，目標設定や行動変容を目的と
したコンテンツを開発しシステムに搭載し
た．個人利用者に加え，メタボリックシンド
ローム予防の栄養指導と組み合わせること
により，特定保健指導の指導ツールとして，
保健師，管理栄養士などがプログラム参加者
と双方向にコミュニケーションすることが
可能なシステムとした． 
 



開発した身体活動フィードバック画面 
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